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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ターゲットの速度変化に応じて変化する交流差
動電圧信号の振幅に対し、低速時の信号対ノイズ比を高
め、高速時のクリッピングや歪みを防ぐことが可能な磁
気センサインタフェースを提供する。
【解決手段】センサ１０２から交流差動電圧信号を受信
し、第１の回路１０６で交流差動電圧信号を減衰済みシ
ングルエンデッド電圧信号に変換する。第２の回路１０
８で減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリン
グ係数を乗じることにより、減衰済みシングルエンデッ
ド電圧信号をスケーリングする。スケーリング係数は、
速度センサ１１６の速度信号に応じて選択され、且つ、
スケーリングされた減衰済みシングルエンデッド電圧信
号の信号対ノイズ比に応じて選択される。ターゲット１
０４の速度範囲全体にわたって入力信号の真の正ピーク
及び負ピークが維持されるように、センサ１０２の信号
が動的にスケーリングされる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ターゲット（１０４）の速度変化に応じて振幅が変化する交流差動電圧信号をセンサ（
１０２）から受信するステップと、
　前記交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換するステップと、
　前記ターゲット（１０４）の現在の速度を示す速度信号を受信するステップと、
　前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係数を乗じることによって前
記減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングするステップであって、前
記スケーリング係数は、前記速度信号に応じて選択され、且つ、前記スケーリングされた
減衰済みシングルエンデッド電圧信号の信号対ノイズ比に応じて選択されるステップと、
　を含む方法。
【請求項２】
　前記交流差動電圧信号は、最大ピークツーピーク値を有しており、前記交流差動電圧信
号を減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換することは、前記最大ピークツーピーク
値に対する減衰済み最大電圧の比を前記交流差動電圧信号に乗じることを含む、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
前記交流差動電圧信号の前記最大ピークツーピーク値は、約２５０ボルトピークツーピー
クであり、前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号の前記減衰済み最大電圧は、約３０
ボルトピークツーピークである、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記交流差動電圧信号を前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換する前記ステ
ップは、前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号が減衰済み最大電圧以下になるように
、前記交流差動電圧信号を固定量だけ減衰させることを含む、請求項１から３のいずれか
に記載の方法。
【請求項５】
　前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係数を乗じることによって前
記減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする前記ステップは、前記
スケーリング係数と前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号との積が最大入力信号電圧
以下になるように前記スケーリング係数を選択することを含む、請求項１から４のいずれ
かに記載の方法。
【請求項６】
　ターゲット（１０４）の速度変化に応じて振幅が変化する交流差動電圧信号を発生させ
るように構成されたセンサ（１０２）と、
　前記交流差動電圧信号を受信し、前記交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド
電圧信号に変換する、第１の回路（１０６）と、
　前記ターゲット（１０４）の現在の速度を示す速度信号を発生させる速度センサ（１１
６）と、
　前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係数を乗じることによって前
記減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする第２の回路（１０８）
であって、前記スケーリング係数は、前記速度信号に応じて選択され、且つ、前記スケー
リングされた減衰済みシングルエンデッド電圧信号の信号対ノイズ比に応じて選択される
、前記第２の回路（１０８）と、
　を備えるシステム。
【請求項７】
　前記交流差動電圧信号は、最大ピークツーピーク値を有しており、前記第１の回路（１
０６）は、前記最大ピークツーピーク値に対する減衰済み最大電圧の比を前記交流差動電
圧信号に乗じるにより、前記交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧信号に
変換する、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
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　前記交流差動電圧信号の前記最大ピークツーピーク値は、約２５０ボルトピークツーピ
ークであり、前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号の前記減衰済み最大電圧は、約３
０ボルトピークツーピークである、請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記交流差動電圧信号を前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換する前記第１
の回路（１０６）は、前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号が減衰済み最大電圧以下
になるように、前記交流差動電圧信号を固定量だけ減衰させる前記第１の回路（１０６）
である、請求項６から８のいずれかに記載のシステム。
【請求項１０】
　前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係数を乗じることにより前記
減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする前記第２の回路（１０８
）は、前記スケーリング係数と前記減衰済みシングルエンデッド電圧信号との積が最大入
力信号電圧以下になるように前記スケーリング係数を自動的に設定する、前記第２の回路
（１０８）に関連付けられたフィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）又はデ
ジタルプロセッサ（１１０）を含む、請求項６から９のいずれかに記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、速度に依存する動的自動利得制御機能を有するセンサインタフェースの方法及
びシステムに関する。本出願は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれ、本明細書
の一部をなす、２０１１年２月２３日に出願された米国特許出願第１３／０３３２４９号
（ＧＥ整理番号第２４７７７９号）に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　多くの場合、例えば、電動機、発電機、内燃機関、ジェットエンジン、タービンなどの
ような機械や、これらによって駆動されるシステムは、性能特性及び動作特性（例えば、
振動、熱、ノイズ、速度など）、電気的特性（例えば、電流、電圧、抵抗など）、環境影
響などに関して、様々な監視システムによる能動的監視が行われる。一般に、これらの機
械を監視する監視システムは、その機械の近傍に配置されて、その機械に関連付けられた
、１つ以上のセンサ又はトランスデューサを含む。例えば、監視システムは、受動磁気セ
ンサや磁気抵抗センサを用いることが可能である。以下では、これらのセンサを単に「セ
ンサ」、「磁気センサ」、又は「受動磁気センサ」と称することとし、これらは受動磁気
センサ及び磁気抵抗センサを包含するものとする。
【０００３】
　一般に、受動磁気センサは、永久磁石とコイルとで構成されており、コイルの各側に信
号線が接続されている。磁石からは磁界（磁束線）が発生し、これは、磁気センサの端部
から空気中に広がる。鉄を含む物体が磁気センサの先端（即ち、プローブチップ）に近づ
くと、物体と、磁気センサに収容された磁石から発せられた磁界とが相互に作用して、コ
イルに電流が誘起され、これによって、交流（ＡＣ）電圧が発生する。この電圧を、磁気
センサ出力として動作する信号線において検出することが可能である。磁束線が充満して
いる領域にターゲットが入り、その後、そこから出ると、これによって、まず正の電圧ピ
ークが発生し、その後に負の電圧ピークが発生する。この電圧出力は、本質的には正弦波
状になりうるが、ターゲットの材料組成や形状に応じて歪む可能性がある。受動磁気セン
サから発生する出力信号の特性には、ターゲットの表面速度、ギャップの大きさ、ターゲ
ットの形状、負荷インピーダンスなどを含むいくつかの要因が寄与する。
【０００４】
　表面速度は、ターゲットが磁気センサのプローブチップのそばを通過する際の速度であ
って、磁気センサから発生するパルスの振幅に直接影響する。ターゲット速度と出力電圧
とを関連付ける厳密な関数は磁気センサごとに異なるが、速度と出力電圧との間の相関は
ほぼ線形関数（比例）である。ギャップの大きさは、ターゲットが磁気センサのプローブ
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チップのそばを通過する際のターゲットとプローブチップとの間の距離を意味し、これも
出力電圧に影響を及ぼす。ギャップが小さいほど、出力電圧は大きくなる。磁気センサの
ギャップの設定値は、およそ２５ミルから３０ミルが一般的である。一般に、ギャップの
大きさと電圧出力との関係は、本質的に非線形である。ギャップを小さくすると、出力電
圧が大幅に増加する可能性がある。ターゲットの形状寸法も、出力電圧の振幅及び形状に
影響を及ぼす可能性がある。一般に、ターゲットが大きいほど、振幅は大きくなる。磁気
センサの内部インピーダンスから見た相対的な負荷インピーダンスは、その負荷によって
検出される磁気センサ出力電圧の大きさに影響を及ぼす。磁気センサは、一般に、出力を
最大にすることとの整合性を保ちながら実インピーダンスが最小になるように設計される
。コイル両端における電圧降下を最小化し、最大出力を負荷に与えるためには、負荷イン
ピーダンスを、磁気センサのインピーダンスとの関連で高くしなければならない。一般に
、負荷インピーダンスは、磁気センサの内部インピーダンスの少なくとも１０倍にしなけ
ればならない。
【０００５】
　磁気センサを用いることの利点としては、磁気センサが受動的であるために外部電力が
不要であること、磁気センサが非常にシンプルな設計であるために信頼性が高いこと、磁
気センサが一般に低コストであることなどが挙げられる。しかしながら、これらのセンサ
を使用することには課題もある。課題の１つは、出力信号の振幅が速度によって大きく変
動しうることである。このため、機械の（例えば、ゼロから３６００ｒｐｍまで加速する
）始動時データ特性を解析することが困難になる可能性がある。例えば、磁気センサの出
力電圧は、ターゲットの通過速度に対して大幅に（例えば、１０ｍＶｐ－ｐから２００Ｖ
ｐ－ｐまで）変化する。この特性が問題になる可能性があるのは、ターゲットが低速で通
過する際の磁気センサ出力を、ターゲットが高速で通過する際の出力と同じ精度で監視す
る場合である。低速の信号の場合は、信号対ノイズ比を改善するために増幅することが必
要であるのに対し、高速の信号の場合は、回路上の制約によるクリッピングや歪みを防ぐ
ために減衰させることが必要である。又、別の課題として、磁気センサが受動的であるた
めに、磁気ピックアップの駆動力が小さく、ケーブルが長い場合には信号を駆動すること
ができない。更に、磁気センサは、正確なギャップ読み（gap reading）には使用できな
い。振幅はギャップを表すことが可能であるが、与えられた出力電圧から、ギャップの大
きさを正確に決定することはできない。これは、上述のように、他の様々な要因が出力に
影響を及ぼすためである。
【０００６】
　そこで、当該技術分野における課題（そのいくつかは上述のとおりである）を克服する
システム及び方法が必要とされている。具体的には、ターゲットが低速で通過する際の磁
気センサ出力及び同じターゲットが高速で通過する際の磁気センサ出力の精度を改善でき
る、速度入力を用いた動的自動利得制御機能を磁気センサに与えることが、上述の課題に
対処する上で有用であろう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第６１３３７２８号明細書
【発明の概要】
【０００８】
　本明細書に記載の本発明の実施形態は、所与のターゲットの速度範囲全体（０～最大ｒ
ｐｍ）にわたって入力信号の真の正ピーク及び負ピークが維持されるように、ターゲット
の現在の速度を表す速度信号を用いて信号調整処理を動的に調節することにより、低速時
の信号対ノイズ比を高め、高速時のクリッピングや歪みを防ぐことが可能な磁気センサイ
ンタフェースを提供する。
【０００９】
　一態様では、方法を示す。本方法は、センサから交流差動電圧信号を受信するステップ
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を含む。交流差動電圧信号の振幅は、ターゲットの速度変化に応じて変化する。交流差動
電圧信号は、動的スケーリングが可能な減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換され
る。減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係数を乗じることにより、減衰
済みシングルエンデッド電圧信号をスケーリングすることが可能である。スケーリング係
数は、速度信号に応じて選択され、且つ、スケーリングされた減衰済みシングルエンデッ
ド電圧信号の信号対ノイズ比に応じて選択される。
【００１０】
　別の態様では、システムを示す。本システムは、ターゲットの速度変化に応じて振幅が
変化する交流差動電圧信号を発生させるように構成されたセンサを含む。更に、本システ
ムは、交流差動電圧信号を受信し、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧
信号に変換する、第１の回路を含む。速度センサ又は速度トランスデューサが、ターゲッ
トの現在の速度を示す速度信号を発生させる。第２の回路は、減衰済みシングルエンデッ
ド電圧信号にスケーリング係数を乗じることにより、減衰済みシングルエンデッド電圧信
号を動的にスケーリングする。スケーリング係数は、速度信号に応じて選択され、且つ、
スケーリングされた減衰済みシングルエンデッド電圧信号の信号対ノイズ比に応じて選択
される。
【００１１】
　更なる利点は、その一部が下記の記述において記載されているか、或いは実践を通じて
習得可能である。これらの利点は、添付の特許請求の範囲で特記した要素及び組み合わせ
によって実現及び達成されよう。上記の概要及び下記の記述は、クレームされている通り
、あくまでも例示及び説明のためのものであって、限定的なものではないことを理解され
たい。
【００１２】
　添付図面は、本明細書に組み込まれていて本明細書の一部をなすものであり、実施形態
を図示し、本明細書とともに、本方法及びシステムの原理を説明する役割を担っている。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明によるシステムの一実施形態のブロック図である。
【図２】本発明の一態様による、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧信
号に変換することが可能な回路の一実施形態の回路図である。
【図３】本発明の一態様による、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリ
ングすることが可能な回路の一実施形態の回路図である。
【図４】速度信号を用いて磁気センサの動的自動利得制御を行うために可能な操作を示す
フローチャートである。
【図５】本開示の方法を実行するための一例示的動作環境を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本方法及びシステムを開示及び記述する前に、本方法及びシステムが特定の統合方法、
特定の部品、又は特定の構成に限定されることはない、ということを理解されたい。また
、本明細書で使用する用語は、あくまでも特定の実施形態を記述するためのものであって
、限定を意図したものではない。
【００１５】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲で使用する際、文脈上明記しない限り、単数名詞は
複数の指示対象も包含する。「約～（或る特定の値）から、及び／又は、約・・・（別の
特定の値）まで」という形で範囲を表現することがある。こうした範囲表現のときは、別
の実施形態が、上記或る特定の値から、及び／又は、上記別の特定の値を含む。同様に、
近似値として値を表現するときは、「約」を先立って使用することにより、その特定の値
が別の実施形態を構成することが理解できよう。また、各範囲の端点は、別の端点に関し
て有意であり、且つ別の端点とは別個に有意である。更に、本明細書において範囲を例示
するときは、示されている範囲には、特に明記しない限り、その間にある部分的な範囲も
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全て含まれることを認識されたい。
【００１６】
　「任意の」又は「任意で」とは、これに続いて記述される事象又は状況が生じることも
生じないこともあり、当該記述には、当該事象又は状況が生じる場合も、当該事象又は状
況が生じない場合も含まれることを意味する。
【００１７】
　本明細書及び特許請求の範囲を通じて、「有する」や、その変形である「備える」「含
む」等の変形は、「～を含むがそれに限定されない」ことを意味しており、例えば、その
他の追加物、部品、整数値、又はステップ等を排除することを意図したものではない。「
例示的な」とは、「～の一例」であることを意味し、好適又は理想的な実施形態を示唆す
ることを意図したものではない。「～等の」は、限定的な意味で用いられるのではなく、
説明するために用いられる。
【００１８】
　開示されるのは、開示の方法及びシステムの実施に使用可能な部品である。本明細書で
は、これら及びその他の部品を開示するが、これらの部品の組み合わせ、サブセット、相
互作用、集合等を開示する際、これらの個々の及び集合的な組み合わせ及び置換が明記さ
れていないこともあるが、本明細書では、全ての方法及びシステムについて、それぞれが
具体的に熟慮されたものであることを理解されたい。このことは、（これに限定されるこ
とはないが）開示の方法ステップを含む、本願の全ての態様についても同じである。従っ
て、実施可能な様々なステップが更に存在する場合、これらの更なるステップを、いずれ
の特定の実施形態とも一緒に実施可能であり、或いは、開示の方法の実施形態のいずれの
組み合わせにおいても実施可能であることを理解されたい。
【００１９】
　好適な実施形態及びその中に含まれる実施例の詳細な説明を参照することにより、本方
法及びシステムを容易に理解できる。
【００２０】
　本明細書に記載のように、本発明の実施形態は、所与のターゲットの速度範囲全体（０
～最大ｒｐｍ）にわたって磁気抵抗センサ又は磁気センサからの入力信号の真の正ピーク
及び負ピークが維持されるように、信号調整処理を動的に、且つ、ターゲットからの速度
信号に応じて調節することが可能な、磁気抵抗センサ又は磁気センサのインタフェース回
路を提供する。磁気センサの出力電圧は、ターゲットの通過速度に対して大幅に（例えば
、１０ｍＶｐ－ｐから２００Ｖｐ－ｐまで）変化しうる。この特性が問題になるのは、タ
ーゲットが低速で通過する際のセンサ出力を、ターゲットが高速で通過する際の出力と同
じ精度で監視する場合である。低速の信号の場合は、信号対ノイズ比を改善するために増
幅することが必要であるのに対し、高速の信号の場合は、回路上の制約によるクリッピン
グや歪みを防ぐために減衰させることが必要になる場合がある。そこで、本明細書に記載
の実施形態の技術的効果は、所与のターゲットの速度範囲全体（０～最大ｒｐｍ）にわた
って、そのターゲットの性能／挙動を、磁気センサでターゲットからの速度信号を用いて
監視する方法を提供することである。本発明の実施形態によれば、以前であればノイズか
ら分離することが困難であった、低振幅信号の信号内容を取り込むことが可能になる。又
、実施形態によれば、広範囲のターゲット速度及びこれらに対応する信号振幅にわたって
信号対ノイズ比を動的スケーリング及び速度信号の使用によって高めることが可能になる
。
【００２１】
　本明細書に記載のシステム及び方法は、入力信号の真の正ピーク及び負ピークが維持さ
れるように、信号調整処理を、ターゲットからの速度信号を用いて動的に調節することが
可能な磁気センサインタフェース回路を提供する。一態様では、本インタフェース回路の
一実施形態は、磁気センサから差動電圧を受信し、この差動電圧は、シングルエンデッド
電圧に変換され、（必要であれば）信号のクリッピングを防ぐために減衰される。減衰済
みシングルエンデッド電圧信号は、その信号対ノイズ比に応じて、信号波形をクリッピン
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グ又は変形させることなくスケーリング（増幅又は減衰）される。一態様では、減衰済み
シングルエンデッド電圧信号は、信号対ノイズ比を改善又は最大化するようにスケーリン
グされる。一態様では、この増幅又は減衰は、デジタルプロセッサ又はフィールドプログ
ラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）によって実行されるアルゴリズムによって選択され、
このアルゴリズムは、少なくとも２つの入力を考慮する。第１の入力は、磁気センサのタ
ーゲットの速度を伝達する。第２の入力は、アナログデジタル変換器（ＡＤＣ）から出力
される、磁気センサの両端の接点で検出されたアナログ電圧のデジタル表現である。ＡＤ
Ｃは、その入力を、上述のスケーリングされた減衰済みシングルエンデッド電圧から受け
取る。これによって与えられるフィードバックループにより、本発明の実施形態は、クリ
ッピング又は信号変形の発生を検出し、これが発生しないようにスケーリングを調節する
ことが可能である。実施形態は又、外部速度入力に基づいて信号の調整及びスケーリング
を制御する仕組みを提供する。
【００２２】
　図１は、本発明の一実施形態の概略ブロック図を示す。センサ１０２は、センサ１０２
のそばを通過するターゲット１０４を検出する。本明細書に記載のように、一態様では、
センサ１０２は、受動磁気センサ又は磁気抵抗センサであってよい。一般に、ターゲット
１０４がセンサ１０２のそばを通過すると、センサ１０２から電圧パルス又は信号が発生
する。一方、別の態様では、センサ１０２がターゲット１０４のそばを通過すると、電圧
信号が発生する。センサ１０２から発生した電圧信号は、いくつかの要因に関連しており
、それらは、ターゲット１０４の材料、ターゲット１０４の幾何形状又は形状、ターゲッ
ト１０４とセンサ１０２との間のギャップの大きさ、ターゲット１０４がセンサ１０２の
そばを通過する（又はセンサ１０２がターゲット１０４のそばを通過する）際の速度など
である。一態様では、電圧信号は、交流差動電圧パルス（即ち、グラウンド又は他のいず
れかの共通ポイントを基準としない信号）である。一態様では、電圧信号は、水平（ゼロ
）軸に関して対称であっても非対称であってもよい。この交流電圧信号の振幅は、ターゲ
ット１０４がセンサ１０２に近づき、センサ１０２の下方を通り、センサ１０２を通過す
る際に（又はセンサ１０２がターゲット１０４に近づき、ターゲット１０４を通過する際
に）、時間とともに変化する。一態様では、この交流電圧信号の振幅は、ターゲット１０
４の速度変化に応じて変化する。一態様では、この交流電圧信号は、正弦波である。一態
様では、この交流電圧信号は、正弦波ではない。一態様では、センサ１０２は、多くの様
々なメーカーのいずれかから入手可能な受動磁気センサである。一態様では、センサ１０
２は、ＡＩ－Ｔｅｋ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．（コネチカット州チェシャー）
から入手可能な受動磁気センサ又は可変磁気抵抗センサであってよい。一態様では、セン
サ１０２は、ＡＩ－Ｔｅｋ　７００８５－１０１０型受動磁気センサであってよい。ター
ゲット１０４は、様々な装置であってよい。一態様では、ターゲット１０４は、タービン
（例えば、蒸気タービン、ガスタービンなど）のブレードであってよい。一態様では、タ
ーゲット１０４は、圧縮機（例えば、ガスタービンなどで使用される圧縮機など）のブレ
ードであってよい。一態様では、ターゲット１０４は、歯車の歯であってよい。
【００２３】
　一態様では、センサ１０２から発生する交流差動電圧信号は、回路１０６によって受信
される。一態様では、回路１０６は、交流差動電圧信号を受信し、この交流差動電圧信号
を減衰済みシングルエンデッド電圧信号（即ち、グラウンド又は別の共通ポイントを基準
とする信号）に変換する。一態様では、回路１０６は、交流差動電圧信号のピークツーピ
ーク値に応じて、交流差動電圧信号を減衰させるか増幅する。一態様では、回路１０６は
、交流差動電圧を固定量だけ減衰させる（即ち、交流差動電圧のピークツーピーク値を常
に１０パーセントだけ、１５パーセントだけ、２０パーセントだけ、というように減少さ
せる）。一態様では、回路１０６は、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電
圧信号に変換する。これは、減衰済みシングルエンデッド電圧信号が減衰済み最大電圧以
下になるように、交流差動電圧信号を固定量だけ減衰させることにより、行う。一態様で
は、回路１０６は、交流差動電圧信号の最大ピークツーピーク値に対する減衰済み最大電
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圧の比を交流差動電圧信号に乗じることにより、交流差動電圧信号を、減衰済みシングル
エンデッド電圧信号に変換する。一態様では、交流差動電圧信号の最大ピークツーピーク
値は、約２５０ボルトピークツーピークであってよく、減衰済みシングルエンデッド電圧
信号の減衰済み最大電圧は、約３０ボルトピークツーピークであってよい。一態様では、
回路１０６は、図２に示すように、抵抗分割器２０２と、シングルエンデッド出力を有す
る演算増幅器２０４とを含んでいる。図２は、本発明の一態様による、交流差動電圧信号
を減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換することが可能な回路１０６の一実施形態
の回路図である。一態様では、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧信号
に変換することは、抵抗分割器２０２を用いて交流差動電圧信号を分割することと、シン
グルエンデッド出力を有する演算増幅器２０４に差動入力を与えることと、を含む。限定
ではない一例として、抵抗分割器２０２は、Ｒ１４２＝４．９９キロオーム、Ｒ１４３＝
４．９９キロオーム、Ｒ１４４＝３．０１キロオーム、Ｒ１４５＝１２１キロオーム、及
びＲ１４６＝１２１キロオームの値を有するレジスタを含んでよい。又、限定ではない一
例として、シングルエンデッド出力を有する演算増幅器回路２０４は、Ｒ１４７＝４９．
９キロオーム、Ｒ１４８＝４９．９キロオーム、Ｒ２８４＝２．０キロオーム、Ｃ１０３
＝５．６ピコファラド、及びＣ１０４＝５．６ピコファラドの値を有するレジスタ及びキ
ャパシタを含んでよい。図２の回路は、限定ではない例として示したものであり、同じ機
能を別の回路で実現することも可能であることを理解されたい。
【００２４】
　図１のシステムは更に、速度センサ１１６を含んでいる。速度センサ１１６は、ターゲ
ット１０４が動いている現在の速度を検出し、ターゲット１０４の速度に応じた速度信号
を発生させる。逆に、（ターゲット１０４が固定されていて、磁気センサ１０２が動いて
いる場合には）速度センサ１１６は、磁気センサ１０２がターゲット１０４のそばを通過
する際の速度を検出することが可能である。一態様では、速度センサ１１６からの速度信
号は、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）又はデジタルプロセッサ１１
０に与えられ、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０は、この速度信号を用いて、本明
細書に記載のアルゴリズムに従って、減衰済みシングルエンデッド電圧信号をスケーリン
グする。各種態様においては、速度センサ１１６は、例えば、渦電流プローブ（即ち、近
傍センサ）、磁気ピックアップセンサ、光学式速度センサ、容量性センサなどであってよ
い。速度センサ１１６と称してはいるが、この参照は速度トランスデューサを包含するこ
とを理解されたい。
【００２５】
　図１に示すように、減衰済みシングルエンデッド電圧信号は、スケーリング係数を乗じ
られることにより、動的にスケーリングされる。一態様では、スケーリング係数は、速度
信号に応じて選択され、且つ、スケーリングされた減衰済みシングルエンデッド電圧信号
の信号対ノイズ比に応じて選択される。一態様では、スケーリング係数は、スケーリング
された減衰済みシングルエンデッド電圧信号の信号対ノイズ比を改善又は最大化するよう
に選択される。一態様では、回路１０６は、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を第２
の回路１０８に与える。第２の回路１０８は、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動
的にスケーリングする。一態様では、第２の回路１０８に関連付けられたフィールドプロ
グラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）又はデジタルプロセッサ１１０は、スケーリング係
数と減衰済みシングルエンデッド電圧信号との積が最大入力信号電圧以下になるように、
スケーリング係数を自動的に設定する。一態様では、最大入力信号電圧は、約６．５ボル
トピークツーピークである。一態様では、第２の回路１０８に関連付けられたＦＰＧＡ又
はデジタルプロセッサ１１０は、あるアルゴリズムに従ってスケーリング係数を自動的に
設定する。一態様では、このアルゴリズムは、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０が
、センサ１０２から発生した交流差動電圧信号を表すデジタル入力と、ターゲット１０４
（又はターゲット１０４が固定されている場合には、磁気センサ１０２）の現在の速度を
表す速度入力とを受信し、これらの入力に比例するように減衰済みシングルエンデッド電
圧信号をスケーリングすることを含む。一態様では、このデジタル入力は、アナログデジ
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タル変換器（ＡＤＣ）１１２によってデジタル信号に変換された、第２の回路１０８のス
ケーリング出力を含む。一態様では、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０へのデジタ
ル入力が、低い方の所定値ＶａｌｕｅＬを下回った場合には、減衰済みシングルエンデッ
ド電圧信号の信号対ノイズ比を高めるために、スケーリング係数は１より大きくなり、減
衰済みシングルエンデッド電圧信号は増幅される。一態様では、ＦＰＧＡ又はデジタルプ
ロセッサ１１０へのデジタル入力が、低い方の所定値ＶａｌｕｅＬ又は高い方の所定値Ｖ
ａｌｕｅＵと等しいか、ＶａｌｕｅＬとＶａｌｕｅＵとの間にある場合には、スケーリン
グ係数は１になり、減衰済みシングルエンデッド電圧信号は増幅も減衰も行われない。一
態様では、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０へのデジタル入力が、高い方の所定値
ＶａｌｕｅＵを上回った場合には、信号のクリッピング又は歪みを防ぐために、スケーリ
ング係数は１未満になり、減衰済みシングルエンデッド電圧信号は更に減衰される。一態
様では、アルゴリズムによって決定されたスケーリング係数は、速度センサ１１６からの
速度信号によって調節される。一態様では、プロセッサ又はＦＰＧＡ１１０は、ターゲッ
ト１０４の速度を検出し、速度に基づいて減衰済みシングルエンデッド電圧信号レベルを
調節又はスケーリングすることにより、クリッピング又は歪みが発生しないようにするこ
とが可能である。一態様では、アルゴリズムによって決定されたスケーリング係数に、タ
ーゲット１０４（又はセンサ１０２）の最大速度に対するターゲット１０４（又はセンサ
１０２）の現在の速度の比を乗じる。
【００２６】
　一態様では、回路１０８の出力１１４を監視システム（例えば、タービン、圧縮機など
のブレード監視システム）に与えることが可能である。一態様では、出力１１４の値は、
最大入力電圧レベル以下である。一態様では、最大入力電圧信号の値は、監視システムの
動作特性及び仕様によって決定されてよい。一態様では、最大入力電圧信号の値は、ＡＤ
Ｃ１１２の動作特性及び仕様によって決定されてよい。
【００２７】
　次に図１及び図３を参照すると、一態様では、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を
動的にスケーリングする第２の回路１０８は、スケーリング演算増幅器回路３０４を使用
して、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする第２の回路１０８
であり、スケーリング演算増幅器回路３０４は、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０
によって制御されるデジタルポテンショメータ３０２を有する。ＦＰＧＡ又はデジタルプ
ロセッサ１１０は、上述のアルゴリズムに従って減衰済みシングルエンデッド電圧信号を
動的にスケーリングするデジタルポテンショメータ３０２に入力を与える。一態様では、
ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０は、減衰済みシングルエンデッド電圧信号のデジ
タル表現をＡＤＣ１１２から受信し、速度信号を速度センサ１１６から受信し、スケーリ
ング係数と減衰済みシングルエンデッド電圧レベルとの積が最大入力信号電圧以下になる
ようにデジタルポテンショメータ３０２を自動的に調節することにより、減衰済みシング
ルエンデッド電圧信号をスケーリングする。一態様では、スケーリング係数は１以上であ
り、例えば、１．０、１．１、１．２、２．０、２．５、１０．０などである。別の態様
では、スケーリング係数は１未満であり、例えば、０．９５、０．９０、０．５、０．３
３、０．１０、０．０１などである。
【００２８】
　図３は、本発明の一態様による、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケー
リングすることが可能な回路１０８の一実施形態の回路図である。一態様では、減衰済み
シングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングすることは、スケーリング演算増幅器
回路３０４の出力の信号対ノイズ比が改善されるように、且つ、その出力が、信号のクリ
ッピング又は歪みを発生させるほど大きくならないように、ＦＰＧＡ又はプロセッサ１１
０が、上述のアルゴリズムに従ってデジタルポテンショメータ３０２を自動的に調節する
ことを含む。一態様では、出力の信号対ノイズ比は最大化される。上述のように、アルゴ
リズムは、減衰済みシングルエンデッド電圧信号をスケーリングする際に、ターゲット１
０４（又はセンサ１０２）の速度を考慮する。一態様では、デジタルポテンショメータ３
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０２の出力がスケーリング演算増幅器回路３０４に入力されて、スケーリング演算増幅器
回路３０４の出力の動的スケーリングが行われる。限定ではない一例として、デジタルポ
テンショメータ３０２は更に、値が１マイクロファラドであるキャパシタＣ１２４を含ん
でよい。又、限定ではない一例として、スケーリング演算増幅器回路３０４は、Ｒ１７３
＝４９．９キロオーム、Ｒ１７４＝２０．０キロオーム、Ｒ１７５＝１０．０キロオーム
、Ｒ１６５＝４．９９キロオーム、及びＣ１２１＝５．６ピコファラドの値を有するレジ
スタ及びキャパシタを含んでよい。一態様では、デジタルポテンショメータ３０２は、（
例えば、Ａｎａｌｏｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ，Ｉｎｃ．（マサチューセッツ州ノーウッド）か
ら入手可能な）単一チャネル、１０２４ポジションのデジタルポテンショメータであって
よい。一態様では、デジタルポテンショメータ３０２は、Ａｎａｌｏｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ
，Ｉｎｃ．のＡＤ５２９３型デジタルポテンショメータであってよい。図３の回路は、限
定ではない例として示したものであるが、同じ機能を別の回路で実現することも可能であ
ることを理解されたい。
【００２９】
　図４は、速度信号を用いて磁気センサの動的自動利得制御を行うために実施される操作
を示している。ステップ４０２で、センサから交流差動電圧信号を受信する。一態様では
、センサは受動磁気センサである。一態様では、センサは可変磁気抵抗センサである。交
流差動電圧信号の振幅は、ターゲットの速度変化に応じて変化する。例えば、センサがタ
ービンのブレード台を監視している場合、機械が毎分ゼロ回転（０ｒｐｍ）から動作速度
（例えば、３６００ｒｐｍ）まで立ち上がるにつれて、センサからの交流差動電圧信号の
振幅が増加する。これは、センサから発生する交流差動電圧信号が、ターゲットの材料組
成、センサとターゲットとの間のギャップ、及びターゲットがセンサのそばを通過する（
又はセンサがターゲットのそばを通過する）際の速度に関連しているためである。一態様
では、ターゲットはタービンブレードである。ステップ４０４で、交流差動電圧信号を減
衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換する。一態様では、交流差動電圧信号は、最大
ピークツーピーク値を有しており、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧
信号に変換することは、最大ピークツーピーク値に対する減衰済み最大電圧の比を交流差
動電圧信号に乗じることを含む。一態様では、交流差動電圧信号の最大ピークツーピーク
値は、２５０ボルトピークツーピークであってよく、減衰済みシングルエンデッド電圧信
号の減衰済み最大電圧は、３０ボルトピークツーピークであってよい。一態様では、交流
差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッド電圧信号に変換することは、減衰済みシング
ルエンデッド電圧信号が減衰済み最大電圧以下になるように、交流差動電圧信号を固定量
だけ減衰させることを含む。一態様では、交流差動電圧信号を減衰済みシングルエンデッ
ド電圧信号に変換することは、抵抗分割器を用いて交流差動電圧信号を分割することと、
シングルエンデッド出力を有する演算増幅器に差動入力を与えることと、を含む。ステッ
プ４０６で、速度センサから速度信号を受信する。一態様では、速度信号は、磁気センサ
に対するターゲットの現在の速度を示す。一態様では、速度信号は、ターゲットに対する
磁気センサの現在の速度を示す。ステップ４０８で、スケーリング係数を決定する。一態
様では、スケーリング係数は、速度入力と、減衰済みシングルエンデッド電圧信号のデジ
タル表現とから決定される。一態様では、スケーリング係数は、速度信号に応じて選択さ
れ、且つ、スケーリングされた減衰済みシングルエンデッド電圧信号の信号対ノイズ比を
最大化するように選択される。ステップ４１０で、減衰済みシングルエンデッド電圧信号
にスケーリング係数を乗じることにより、減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的に
スケーリングする。一態様では、減衰済みシングルエンデッド電圧信号にスケーリング係
数を乗じることによって減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする
ことは、本明細書に記載のように、スケーリング係数と減衰済みシングルエンデッド電圧
信号との積が最大入力信号電圧以下になるようにスケーリング係数を選択することを含む
。一態様では、速度信号に応じてスケーリング係数を選択することは、ターゲットの最大
速度に対するターゲットの現在の速度の比に応じて前記スケーリング係数を選択すること
を含む。一態様では、最大入力信号電圧は、６．５ボルトピークツーピークである。一態
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様では、減衰済みシングルエンデッド電圧レベルにスケーリング係数を乗じることによっ
て減衰済みシングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングすることは、フィールドプ
ログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）又はデジタルプロセッサによって制御されるデジ
タルポテンショメータを有するスケーリング演算増幅器回路を用いて減衰済みシングルエ
ンデッド電圧信号を動的にスケーリングすることを含む。一態様では、ＦＰＧＡ又はデジ
タルプロセッサは、減衰済みシングルエンデッド電圧信号のデジタル表現と、速度信号と
を受信し、スケーリング係数と減衰済みシングルエンデッド電圧レベルとの積が最大入力
信号電圧以下になるようにデジタルポテンショメータを調節することにより、減衰済みシ
ングルエンデッド電圧信号を動的にスケーリングする。一態様では、スケーリング係数は
１以上であり、例えば、１．０、１．１、１．２、２．０、２．５、１０．０などである
。別の態様では、スケーリング係数は１未満であり、例えば、０．９５、０．９０、０．
５、０．３３、０．１０、０．０１などである。
【００３０】
　上述のシステムは、複数のユニット（例えば、ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ１１０
など）を含むものとして示した。当業者であれば理解されるように、これは機能の説明で
あり、個々の機能は、ソフトウェア、ハードウェア、又はソフトウェアとハードウェアと
の組み合わせにより実現可能である。ＦＰＧＡ又はプロセッサ１１０のようなユニットは
、ソフトウェア、ハードウェア、又はソフトウェアとハードウェアの組み合わせであって
よい。これらのユニットは、図５に示された、後述のデジタルポテンショメータ制御ソフ
トウェア５０６を含んでよい。一例示的態様では、これらのユニットは、図５に示された
、後述のコンピュータ５０１を含んでよい。一態様では、コンピュータ５０１のプロセッ
サ５０３を用いて、コンピュータ実行可能コードの形で具体化された上述のアルゴリズム
を実行し、本明細書に記載のデジタルポテンショメータ３０２を制御することが可能であ
る。
【００３１】
　図５は、本開示の方法を実行するための一例示的動作環境を示すブロック図である。こ
の例示的動作環境は、あくまで動作環境の一例であって、動作環境アーキテクチャの用途
又は機能性の範囲に関して何らかの制限を与えるものではない。又、動作環境は、この例
示的動作環境に示されたいずれかのコンポーネント又はコンポーネントの組み合わせに関
連する従属性又は要件を有するものとして解釈されるべきではない。
【００３２】
　本発明の方法及びシステムは、他の様々な汎用又は専用のコンピューティングシステム
環境又は構成とともに動作可能であってよい。本システム及び本方法との使用に好適とな
りうる周知のコンピューティングシステム、環境、及び／又は構成として、例えば、埋め
込み処理ユニット、パーソナルコンピュータ、サーバコンピュータ、ラップトップ装置、
マルチプロセッサシステムなどがあるが、これらに限定されない。更なる例として、機械
監視システム、プログラマブル民生用電子機器、ネットワークＰＣ、ミニコンピュータ、
メインフレームコンピュータ、スマートメータ、スマートグリッドコンポーネント、上述
のシステム又は装置のいずれかを含む分散コンピューティング環境、ＦＰＧＡなどがある
。
【００３３】
　本開示の方法及びシステムの処理は、ソフトウェアコンポーネントによって実行可能で
ある。本開示のシステム及び方法は、１つ以上のコンピュータ又は他の装置によって実行
されるコンピュータ実行可能命令（プログラムモジュールなど）の一般的コンテキストの
形で説明できる。一般に、プログラムモジュールは、特定のタスクを実行したり、特定の
抽象データ型を実装したりするコンピュータコード、ルーチン、プログラム、オブジェク
ト、コンポーネント、データ構造体などを含む。本開示の方法は又、通信ネットワークを
介してリンクされている複数のリモート処理装置によってタスクが実行される、グリッド
ベースの分散コンピューティング環境においても実施可能である。分散コンピューティン
グ環境では、プログラムモジュールは、ローカルとリモートの両方のコンピュータ記憶媒
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体（メモリ記憶装置を含む）に配置可能である。
【００３４】
　更に、当業者であれば理解されるように、本明細書に開示のシステム及び方法は、コン
ピュータ５０１の形の汎用コンピューティング装置を用いて実装可能である。コンピュー
タ５０１のコンポーネントとしては、限定ではなく、１つ以上のプロセッサ又は処理ユニ
ット５０３、システムメモリ５１２、及びプロセッサ５０３を始めとする各種システムコ
ンポーネントをシステムメモリ５１２と結合するシステムバス５１３があってよい。処理
ユニット５０３が複数ある場合、本システムは、並列コンピューティングを利用すること
が可能である。
【００３５】
　システムバス５１３は、いくつかの可能なタイプのバス構造のうちの１つ以上を表して
おり、可能なタイプのバス構造には、メモリバス又はメモリコントローラ、ペリフェラル
バス、アクセラレーテッドグラフィックスポート、及び各種バスアーキテクチャのいずれ
かを用いたプロセッサバス又はローカルバスが含まれる。例えば、そのようなアーキテク
チャとして、ＩＳＡ（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ
）バス、ＭＣＡ（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ）バス、ＥＩ
ＳＡ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　ＩＳＡ）バス、ＶＥＳＡ（Ｖｉｄｅｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ
ｓ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）ローカルバス、ＡＧＰ（Ａｃｃｅｌ
ｅｒａｔｅｄ　Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｏｒｔ）バス、並びに、ＰＣＩ（Ｐｅｒｉｐｈｅｒ
ａｌ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔｓ）、ＰＣＩ－Ｅｘｐｒｅｓｓバ
ス、ＰＣＭＣＩＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｍｅｍｏｒｙ　Ｃａｒｄ　Ｉ
ｎｄｕｓｔｒｙ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）、ＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａ
ｌ　Ｂｕｓ）などがあってよい。バス５１３、及び本明細書で指定されているすべてのバ
スは又、有線又は無線のネットワーク接続を用いて実装可能であり、プロセッサ５０３、
大容量記憶装置５０４、オペレーティングシステム５０５、デジタルポテンショメータ制
御ソフトウェア５０６、制御アルゴリズムデータ５０７（例えば、ＶａｌｕｅL及びＶａ
ｌｕｅUの値、増幅又は減衰の設定、その他）、ネットワークアダプタ５０８、システム
メモリ５１２、入出力インタフェース５１０、ディスプレイアダプタ５０９、ディスプレ
イ装置５１１、及び人間機械インタフェース５０２を含むサブシステムのそれぞれが、物
理的に互いに離れた場所にあって、この形のバスを通じて接続されている１つ以上のリモ
ートコンピューティング装置又はクライアント５１４ａ、ｂ、ｃに収容可能であり、実質
的に、完全な分散システム又は分散アーキテクチャが実装される。
【００３６】
　コンピュータ５０１は、典型的には、様々なコンピュータ可読媒体を含んでいる。例示
的な可読媒体としては、持続性であってコンピュータ５０１からのアクセスが可能な任意
の入手可能媒体であってよく、限定ではない例として、揮発性及び不揮発性媒体の両方、
リムーバブル及び非リムーバブル媒体の両方がある。システムメモリ５１２は、揮発性メ
モリ（ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）など）及び／又は不揮発性メモリ（読み出し専
用メモリ（ＲＯＭ）など）の形でコンピュータ可読媒体を含む。システムメモリ５１２は
、典型的には、制御アルゴリズムデータ５０７などのデータ及び／又はオペレーティング
システム５０５などのプログラムモジュールと、処理ユニット５０３から直接アクセス可
能な、且つ／又は、処理ユニット５０３によって現在操作されているデジタルポテンショ
メータ制御ソフトウェア５０６とを収容している。
【００３７】
　別の態様では、コンピュータ５０１は、他の持続的、リムーバブル／非リムーバブル、
揮発性／不揮発性コンピュータ記憶媒体を含んでもよい。例えば、図５は、大容量記憶装
置５０４を示しており、大容量記憶装置５０４は、コンピュータコード、コンピュータ可
読命令、データ構造体、プログラムモジュール、及び他のコンピュータ５０１用データの
不揮発性記憶を行うことが可能である。限定ではない例として、大容量記憶媒体５０４は
、ハードディスク、リムーバブル磁気ディスク、リムーバブル光ディスク、磁気カセット
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などの磁気記憶装置、フラッシュメモリカード、ＣＤ－ＲＯＭ、デジタル多用途ディスク
（ＤＶＤ）などの光記憶装置、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読み出し専用メモリ
（ＲＯＭ）、電気的消去可能プログラム可能読み出し専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）などで
あってよい。
【００３８】
　オプションで、任意の数のプログラムモジュールを大容量記憶媒体５０４に記憶させる
ことが可能であり、例えば、オペレーティングシステム５０５やデジタルポテンショメー
タ制御ソフトウェア５０６などを記憶させることが可能である。オペレーティングシステ
ム５０５及びデジタルポテンショメータ制御ソフトウェア５０６のそれぞれ（又はこれら
の何らかの組み合わせ）は、プログラミング及びデジタルポテンショメータ制御ソフトウ
ェア５０６の各要素を含むことが可能である。制御アルゴリズムデータ５０７も、大容量
記憶装置５０４に記憶させることが可能である。制御アルゴリズムデータ５０７は、当該
技術分野において周知の１種類以上のデータベースのいずれかに格納可能である。そのよ
うなデータベースとしては、例えば、ＤＢ２（登録商標）（ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉ
ｏｎ、ニューヨーク州アーモンク）、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ（登録商標）　Ａｃｃｅｓｓ、
Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ（登録商標）　ＳＱＬ　Ｓｅｒｖｅｒ（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｃｏｒ
ｐｏｒａｔｉｏｎ、ワシントン州ベルビュー）、Ｏｒａｃｌｅ（登録商標）、ｍｙＳＱＬ
、ＰｏｓｔｇｒｅＳＱＬなどがある。これらのデータベースは、集中化しても、複数シス
テムにまたがって分散してもよい。
【００３９】
　別の態様では、ユーザは、入力装置（図示せず）からコンピュータ５０１にコマンド及
び情報を入力することが可能である。そのような入力装置の限定ではない例として、キー
ボード、ポインティングデバイス（例えば、「マウス」）、マイクロホン、ジョイスティ
ック、スキャナ、触覚入力装置（手袋や他の身体を覆うもの）などがある。これら及び他
の入力装置は、システムバス５１３に結合された人間機械インタフェース５０２を介して
処理ユニット５０３に接続可能であるが、他のインタフェース及びバス構造によっても接
続可能であり、例えば、パラレルポート、ゲームポート、ＩＥＥＥ　１３９４ポート（フ
ァイヤワイヤとも呼ぶ）、シリアルポート、又はＵＳＢ（ユニバーサルシリアルバス）な
どにより接続可能である。
【００４０】
　更に別の態様では、ディスプレイアダプタ５０９などのインタフェースを介して、ディ
スプレイ装置５１１をシステムバス５１３に接続することも可能である。コンピュータ５
０１は、複数のディスプレイアダプタ５０９を有することが可能であり、且つ、コンピュ
ータ５０１は、複数のディスプレイ装置５１１を有することが可能であるとしている。例
えば、ディスプレイ装置は、モニタ、ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）、又はプロジェクタで
あってよい。ディスプレイ装置５１１に加えて、他の出力ペリフェラル装置として、入出
力インタフェース５１０を介してコンピュータ５０１と接続可能な、スピーカ（図示せず
）やプリンタ（図示せず）などのコンポーネントを含んでもよい。センサ及び／又はトラ
ンスデューサ（図示せず）からの入力も、入出力インタフェース５１０を通してプロセッ
サ５０３に接続してよい。本方法の任意のステップ及び／又は結果を、任意の形で出力装
置に出力することが可能である。このような出力は、限定ではなくテキスト、グラフィッ
クス、アニメーション、音声、触感などを含む、任意の視覚的表現形式であってよい。
【００４１】
　コンピュータ５０１は、ネットワーク環境において、１つ以上のリモートコンピューテ
ィング装置又はクライアント５１４ａ、ｂ、ｃとの論理接続を用いて動作可能である。例
えば、リモートコンピューティング装置５１４は、パーソナルコンピュータ、ポータブル
コンピュータ、サーバ、ルータ、ネットワークコンピュータ、スマートメータ、ベンダ又
は製造元のコンピューティング装置、スマートグリッドコンポーネント、ピア装置又は他
の共通ネットワークノードなどであってよい。コンピュータ５０１とリモートコンピュー
ティング装置又はクライアント５１４ａ、ｂ、ｃとの間の論理接続は、ローカルエリアネ
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ットワーク（ＬＡＮ）及び一般的なワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）を介して可能で
ある。そのようなネットワーク接続は、ネットワークアダプタ５０８を通して可能である
。ネットワークアダプタ５０８は、有線環境でも無線環境でも実装可能である。そのよう
なネットワーキング環境は、オフィス、企業規模コンピュータネットワーク、イントラネ
ット、及び他のネットワーク５１５（インターネットなど）においては普通に存在するも
のである。
【００４２】
　本明細書では、説明のために、アプリケーションプログラム及び他の実行可能プログラ
ムコンポーネント（オペレーティングシステム５０５など）を、個別のブロックとして示
しているが、そのようなプログラム及びコンポーネントが、様々なタイミングで、コンピ
ューティング装置５０１の様々な記憶コンポーネントに存在して、コンピュータの１つ以
上のデータプロセッサによって実行されることは周知のとおりである。デジタルポテンシ
ョメータ制御ソフトウェア５０６の実装は、何らかの形のコンピュータ可読媒体に格納可
能であり、或いは、何らかの形のコンピュータ可読媒体同士の間で送信可能である。本開
示のどの方法も、コンピュータ可読媒体上に具体化されたコンピュータ可読命令によって
実行可能である。コンピュータ可読媒体は、コンピュータからのアクセスが可能な、任意
の入手可能媒体であってよい。限定ではない例として、コンピュータ可読媒体は、「コン
ピュータ記憶媒体」及び「通信媒体」を含んでよい。「コンピュータ記憶媒体」は、コン
ピュータ可読命令、データ構造体、プログラムモジュール、又は他のデータのような情報
を記憶するための任意の方法又は技術において実装される揮発性及び不揮発性、リムーバ
ブル及び非リムーバブルの媒体を含む。例示的なコンピュータ記憶媒体は、限定ではなく
、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、フラッシュメモリなどのメモリ装置、ＣＤ－ＲＯＭ、
デジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）などの光記憶装置、磁気カセット、磁気テープ、磁気
ディスク記憶装置などの磁気記憶装置、又は他の任意の、所望の情報を記憶することが可
能であってコンピュータからのアクセスが可能である媒体などを含む。
【００４３】
　本方法及びシステムでは、機械学習や反復学習のような人工知能技術を採用することが
可能である。そのような技術の限定ではない例として、エキスパートシステム、事例に基
づく推論、ベイジアンネットワーク、行動ベースＡＩ、ニューラルネットワーク、ファジ
ーシステム、進化的計算法（例えば、遺伝的アルゴリズム）、群知能（例えば、アントア
ルゴリズム）、ハイブリッドインテリジェントシステム（例えば、ニューラルネットワー
クを通じて生成されるエキスパート推論規則、又は統計的学習から得られるプロダクショ
ン規則）などがある。
【００４４】
　以下の実施例は、当業者に向けて、本明細書において特許請求されるシステム、物品、
装置、及び／又は方法の構成方法及び評価方法についての完全な開示及び説明を提供する
ことを意図したものであるとともに、単に例示的であることを意図したものであって、本
方法及びシステムの範囲を限定することを意図したものではない。数値については正確で
あるように努めたが、多少の誤差や偏差は容赦されたい。
【００４５】
　限定ではない一例示的応用では、本発明の実施形態をタービンブレード監視システムで
使用することが可能である（ただし、本発明の範囲内では他の用途も予期されている）。
例えば、本明細書に記載のセンサ１０２を用いて、ガスタービン台におけるタービンブレ
ードの到着時刻（ＴＯＡ）の変化を検出することが可能である。ＴＯＡの変化は、ブレー
ドの故障の兆候である可能性がある。
【００４６】
　工業用ガスタービンにおいては、回転子の完全破壊につながる、圧縮機のブレードの「
遊離」事象が問題であった。これらの事象は、ブレードにおいて始まった疲労亀裂が原因
であり、これが伝搬して最終的な破壊を引き起こす。ブレードが遊離すると、通常は、回
転子の大規模破壊が起こる。壊滅的な故障が発生する前にこの問題を検出するために、ブ
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レード監視システムは、ブレードの到着時刻（ＴＯＡ）データを計算及び記憶して、工業
ガスタービンエンジンの圧縮機台において発達中の亀裂を検出するように設計された。
【００４７】
　ブレード通過測定の基本原理は、ワンスパーターン（once-per-turn）（キーフェーザ
）トランスデューサを用いて時刻基準を設定し、その後、列内の各ブレードごとに、その
ブレードがブレード通過検出トランスデューサのそばを通過した際のブレードの到着時刻
（ＴＯＡ）を測定することを含む。ＴＯＡの動的変化及び静的変化を解析することにより
、亀裂の存在を示している可能性のあるブレード共振周波数のずれ及び／又は静的傾斜を
検出する。
【００４８】
　機械がゼロから全速まで立ち上がるとセンサはある電圧範囲を突き抜けるため（機械の
全速時には、ブレードの先端の速度が音速を超える可能性がある）、立ち上がり時には、
低電圧時の信号対ノイズ比を最大化し、高電圧時の歪みのクリッピングを防ぐために、セ
ンサの出力のスケーリング（即ち、増幅又は減衰）を行う必要がある。これにより、ター
ビンブレードの健康状態を監視するために、センサ出力を用いてＴＯＡを計算することが
可能になる。従って、本明細書に記載のシステム及び方法の実施形態を用いることにより
、前述の要件を満たすことが可能である。
【００４９】
　上述のように、且つ、当業者であれば理解されるように、本発明の実施形態は、システ
ム、方法、又はコンピュータプログラム製品として構成可能である。従って、本発明の実
施形態を構成する様々な手段は、すべてがハードウェアからなる手段、又はすべてがソフ
トウェアからなる手段、又はソフトウェアとハードウェアの何らかの組み合わせであって
よい。更に、本発明の実施形態は、コンピュータ可読記憶媒体において具体化されたコン
ピュータ可読プログラム命令（例えば、コンピュータソフトウェア）を有する、コンピュ
ータ可読記憶媒体上のコンピュータプログラム製品の形をとることが可能である。任意の
好適な、持続的なコンピュータ可読記憶媒体が利用可能であり、具体的には、ハードディ
スク、ＣＤ－ＲＯＭ、光記憶装置、又は磁気記憶装置などが利用可能である。
【００５０】
　本発明の実施形態を、方法、装置（即ち、システム）、及びコンピュータプログラム製
品のブロック図及びフローチャート図を参照しながら説明してきた。ブロック図及びフロ
ーチャート図の各ブロック、並びに、ブロック図及びフローチャート図におけるブロック
同士の組み合わせは、それぞれ、コンピュータプログラム命令を含む様々な手段によって
実装可能であることが理解されよう。これらのコンピュータプログラム命令は、汎用コン
ピュータ、専用コンピュータ、又は他のプログラム可能データ処理装置（例えば、図５を
参照して上述された１つ以上のプロセッサ５０３）にロードされて、コンピュータ又は他
のプログラム可能データ処理装置において実行されるそれらの命令によって、１つ以上の
フローチャートブロックで指定される機能を実装する手段が形成されるような、機械を生
成することが可能である。
【００５１】
　これらのコンピュータプログラム命令は、持続的なコンピュータ可読メモリに格納する
ことも可能であって、コンピュータ又は他のプログラム可能データ処理装置（例えば、図
５の１つ以上のプロセッサ５０３）を、コンピュータ可読メモリに格納されたそれらの命
令によって、１つ以上のフローチャートブロックで指定される機能を実装するコンピュー
タ可読命令を含む製造物が生成されるように、特定の方法で機能させることが可能である
。これらのコンピュータプログラム命令は、コンピュータ又は他のプログラム可能データ
処理装置にロードされて、そのコンピュータ又は他のプログラム可能データ処理装置にお
いて一連の操作ステップを実行させることも可能であり、これによって、そのコンピュー
タ又は他のプログラム可能データ処理装置において実行される命令が、１つ以上のフロー
チャートブロックで指定される機能を実装するステップを与えるように、コンピュータ実
装プロセスを生成することが可能である。
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【００５２】
　従って、ブロック図及びフローチャート図の各ブロックは、本明細書に記載の各機能を
実行する手段の組み合わせ、本明細書に記載の各機能を実行するステップの組み合わせ、
及び本明細書に記載の各機能を実行するプログラム命令手段をサポートしている。又、ブ
ロック図及びフローチャート図の各ブロック、並びに、ブロック図及びフローチャート図
におけるブロック同士の組み合わせは、本明細書に記載の各機能又は各ステップを実行す
る専用ハードウェアベースのコンピュータシステム、又は専用ハードウェアとコンピュー
タ命令との組み合わせによって実装可能であることも理解されよう。
【００５３】
　別途明記しない限り、本明細書で説明したいかなる方法も、方法ステップを特定の順番
で実施することを要件としていると解釈されるべきではない。従って、方法クレームにお
いて実際に、そのステップが辿るべき順序を列挙しているか又は請求項において当該ステ
ップが特定の順序に限定される旨の記述がなされていない限り、順序を示唆するものでは
ない。ステップの構成に関する論理、文法構造又は句読点から導き出される明白な意味合
い、本明細書に記載の実施形態の数又はタイプを含めた、考えられるあらゆる非明示的な
解釈の根拠についても同じことが言える。
【００５４】
　本明細書を通じて、様々な公報を参照した。これらの公報の開示内容全体が、参照によ
り本明細書に援用され、これによって、本方法及びシステムが関連する最新技術をより完
全に記述している。
【００５５】
　ここで、本発明のこれらの実施形態に付随した、上記の記述及びこれに関連する図面に
示した教示の利益を有する、本発明の多くの改変及びその他の実施形態が、当業者には想
到されよう。従って、本発明の実施時形態が、開示された特定の実施形態に限定されるこ
とはなく、その改変及びその他の実施形態も、添付の特許請求の範囲に含まれることを意
図している。また、上記の説明及び関連する図面では、要素及び／機能の或る例示的な組
み合わせのコンテキストにおいて実施形態を記述したが、要素及び／機能の異なる組み合
わせも、添付の特許請求の範囲から逸脱することなく、変形形態によって提供可能である
。この点において、例えば、以上に明記したものとは異なる要素及び／又は機能の組み合
わせも、添付の特許請求の範囲のいずれかに記載のものであることも考えられる。本明細
書では、特定の用語を用いたが、これらはあくまでも総称的に説明的な意味で用いられた
ものであって、限定目的で用いられているのではない。
【符号の説明】
【００５６】
　１０２　センサ
　１０４　ターゲット
　１０６　回路
　１０８　第２の回路
　１１０　ＦＰＧＡ又はデジタルプロセッサ
　１１２　アナログデジタル変換器（ＡＤＣ）
　１１４　回路１０８の出力
　１１６　速度センサ
　２０２　抵抗分割器
　２０４　シングルエンデッド出力を有する演算増幅器
　３０２　デジタルポテンショメータ
　３０４　スケーリング演算増幅器回路
　５０１　コンピュータ
　５０２　人間機械インタフェース
　５０３　プロセッサユニット
　５０４　大容量記憶装置
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　５０５　オペレーティングシステム
　５０６　デジタルポテンショメータ制御ソフトウェア
　５０７　制御アルゴリズムデータ
　５０８　ネットワークアダプタ
　５０９　ディスプレイアダプタ
　５１０　入出力インタフェース
　５１１　ディスプレイ装置
　５１２　システムメモリ
　５１３　システムバス
　５１４　１つ以上のリモートコンピューティング装置又はクライアント
　５１５　ネットワーク

【図１】

【図２】

【図３】
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